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（表１）新ゴールドプランの目標・実績・見込

サービス名 内容 平成８年度

実績

平成９年度

予定

平成11年度

目標

平成10年度以降

の川西市の計画

平成12年度の

川西市の過不足

ホームヘルパー 川西 人数

全国 122482人 151908人 170000人

デイサービス 川西 利用 12023回 16840回 48052回 10年度１ヶ所 △３ヶ所

施設数 ４ヶ所 ６ヶ所 12ヶ所 11年度２ヶ所

全国 10322ヶ所 12084ヶ所 17000ヶ所 12年度２ヶ所

ショートステイ 川西 利用 1052回 1400回 2363回 11年度20人分 △10人分

ﾍﾞｯﾄﾞ数 20人分 30人分 60人分 12年度30人分

全国 36727人分 44834人分 60000人分

在宅介護 川西 施設数 １ヶ所 ３ヶ所 ７ヶ所 　11 、12年度 △３ヶ所

支援センター 全国 4672ヶ所 6172ヶ所 10000ヶ所 各１ヶ所

訪問看護 川西 施設数 ２ヶ所 ２ヶ所 ４ヶ所 10、11、12年度 達成

ステーション 全国 2300ヶ所 3200ヶ所 5000ヶ所 各１ヶ所

特別養護 川西 ﾍﾞｯﾄﾞ数 118人分 148人分 314人分 11年度90人分 △76人分

老人ホーム 全国 24709人分 262709人分 290000人分 12年度100人分

老人保健施設 川西 ﾍﾞｯﾄﾞ数 ０人分 150人分 255人分 11年度100人分 △５人分

全国 191811人分 220811人分 280000人分

ケアハウス 川西 定員 30人分 30人分 128人分 11年度22人分 △76人分

全国 38200人分 51350人分 100000人分 12年度50人分

（表２）老人関係施設の比較

老人病院 療養型病床群の病院 老人保健施設 特別養護老人ホーム

機能 治療機能 療養機能を含む治療機能 家庭復帰、療養機能 家庭と同じ機能

対象者 病状の急性期又は慢性期

の治療を要する老人

長期にわたり療養を必要と

する患者

病状安定期にあり治療をす

る必要はないがリハビリ、看

護・介護を要する寝たきり

老人等

在宅での介護が困難なた

め生活の場を必要とする寝

たきり老人等

主たる要件 療養が必要な場合（治療が

重点）

療養が必要な場合 リハビリ、看護・介護等の施

設療養が必要な場合（入院

治療は要さない）

居宅での介護が困難で常

時介護が必要な場合（入院

治療は要さない）

費用の支払 医療費▽老人診療報酬に

よる出来高払い▽生保対象

者に医療扶助

医療費▽(老人)診療報酬に

よる出来高払い▽生保対象

者に医療扶助

療養費▽老人保健施設療

養費・定額制　月264,810円

～ 251,670 円 （ Ⅱ 類 は

279,630円～251,670円）

措置費▽生活費全般につ

いて措置費を支給▽生保

対象者に医療扶助

利用者負担 入院一部負担▽月21,300

円・入院時食事療養費▽月

18,000円

入院一部負担▽月21,300

円・入院時食事療養費▽月

18,000円

利用料▽施設ごとに設定

（月約60,000円程度）

費用徴収▽本人の所得に

応じ負担（月約30,000円程

度）

利用手続 病院と個人の契約 病院と個人の契約 施設と個人の契約 市町村長の入所措置

施設基準 病室(一人4.3㎡以上) 病室(一人6.4㎡以上) 療養室(一人8㎡以上) 居室(一人8.25㎡以上)

診察室 診察室 診察室 医務室

手術室 手術室 機能訓練室(1㎡/人以上) 機能快復訓練室

処置室 処置室 談話室(0.5㎡/人以上) 食堂

臨床検査室等 臨床検査室等 食堂(2㎡/人以上) 浴室等

機能訓練室、談話室、 デイルーム(2㎡/人以上)

浴室、食堂等 浴室等

廊下幅 廊下幅 廊下幅 廊下幅

片廊下1.2m以上 片廊下1.8m以上 片廊下1.8m以上 片廊下1.8m以上

中廊下1.6m以上 中廊下2.7m以上 中廊下2.7m以上 中廊下2.7m以上

スタッフ 医師３名 医師３名 医師１名 医師１名（非常勤で可）

（/入所100名） 看護婦17名 看護婦17名 看護婦８名(Ⅱ類10名) 看護婦３名

介護職員13名 介護職員17名 介護職員20名(Ⅱ類24名) 介護職員22名

その他 その他 PT又はOT１名 その他生活指導員等

薬剤師、臨床検査技師等 薬剤師、臨床検査技師等 その他相談指導員等
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（表３）老人保健施設入所者通所者の要件

年齢などに関する条件

①医療保険の加入者

②当該市町村区域内に居住する

　　(1) 70 才以上の人

　　(2) 65 才以上 70才未満で、政令で定める程度の障害の状態にあると当該市町村長が認定した人(*1)

③65 才未満であっても初老期痴呆症（アルツハイマー病およびピック病）である人(*2)

(*1)身障者手帳１、２級および３級の一部（老人保健法施行令第２条に定める別表第１に具体的な障害を規定）

(*2)痴呆加算床および痴呆専門棟の施設療養費加算の施設基準に適合した施設にのみ入所できる

心身状態などに関する条件

▼疾病、負傷等により、寝たきり状態またはこれに準ずる状態の高齢者、かつ▼病状安定期にあり、看護、医学的管理下で

の介護、機能訓練その他必要な医療を要する高齢者

具体的な入所（通所）者の範囲

①病弱(*1)な寝たきり(*2)老人

②病弱(*1)で寝たきりに準ずる状態(*3)にある老人

③痴呆性老人(*4)

④初老期痴呆により痴呆の状態にある者(*4)

(*1)「病弱」とは、高血圧疾患、脳血管疾患後遺症などで病状が安定し、入院治療の必要はないが、医師の医学

的管理が必要な状態

(*2)「寝たきり」とは、ベッド上での起座や座位保持が自力でできない状態

(*3)「寝たきりに準ずる状態」とは、屋内での歩行が困難な者、または屋内での歩行は可能だが、食事・排泄・

衣服着脱・入浴のうち二つ以上に介助を要する状態

(*4)「痴呆性老人および初老期痴呆により痴呆の状態にある者」とは、痴呆のため日常生活の自立が困難で、そ

れが継続すると認められ、ぼけの程度が中等度(*5)以上の者

(*5)「ぼけの程度が中等度」とは、①簡単な日常会話がどうやら可能②慣れない環境での一時的な失見当③しば

しば介助が必要で金銭や服薬に管理が必要

（図１）介護保険法の事業と老人保健法に残る事業の概要（参議院厚生委員会調査室介護保険法案参考資料）
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（図２）介護保険制度／老人福祉制度／老人保健制度の役割分担（参議院厚生委員会調査室介護保険法案参考資料）
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（表４）介護給付の種類

介護給付 予防給付 市町村特別給付

給付 内容

対象者 要介護者 要支援者 要介護・支援者

地域 全国共通 市町村独自

給付 在宅に関する給付 訪問介護 ホームヘルプサービス 痴呆対応 移送サービス

内容 訪問入浴介護 型共同生 配食サービス

訪問看護 訪問看護ステーション 活介護以 寝具乾燥等

訪問リハビリテーション 外の左に

通所介護 デイサービス 同じ

通所リハビリテーション デイケア

居宅療養管理指導 訪問診療・歯科訪問診療等

短期入所生活介護 福祉施設のショートステイ

短期入所療養介護 医療施設のショートステイ

痴呆対応型共同生活介護 痴呆性老人のグループホーム介護

特定施設入所者生活介護 有料老人ホーム・ケアハウスでの介護

福祉用具貸与

特例居宅介護サービス費 要介護認定申請前の緊急サービス

居宅介護福祉用具購入費 特定福祉用具の購入

居宅介護住宅改修費 一定の住宅改修

居宅介護サービス計画費 ケアプラン作成費

特例居宅介護ｻｰﾋﾞｽ計画費特例居宅介護のケアプラン作成費

施設に関する給付 指定介護老人福祉施設 現特別養護老人ホーム なし

介護老人保健施設 現老人保健施設

指定介護療養型医療施設 現療養型病床を持つ病院
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（図３）要介護認定の手続

被保険者本人

訪問調査（約１時間）　　　　　　　　　　　認定の申請

市町村（特別区）

認定調査員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設置　　　　　　　診察

かかりつけ医

マークシート調査　　　　　　　　　　記述調査

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コンピュータによる一次判定　　　　　　　　　　　　　　　　　意見書

介護認定審査会の二次判定

　　　　　　　　　　　　　再調査　　　要介護　　　要支援　　　自立　　（市町村が本人に通知）

介護保険適用　　　　　　　介護保険適用外

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　不服申し立て

介護保険審査会（都道府県に設置）

居宅介護支援事業者（ケアプランの作成）

　　　　　　　　　　　　介護サービス提供機関

（表５）要介護度と給付額

要介護度 状態 支給限度額 サービス内容の例（複数世帯同居の場合）

訪問介護 訪問看護 通所介護 短期入所

要支援 虚弱 日常生活の能力は基本的にあるが、入

浴・衣服の着脱などで、毎日ではないが

週数回の介護が必要。

月６万円 週１～２

回

週１回 週１～２回 年１～２回

各１週間

要介護

Ⅰ

軽度 立ち上がりや歩行が不安定。衣服着脱・

掃除などで毎日一回は介護が必要。

月１４～１６万円 週１回 週１回 週３回 ２ヶ月に１回

各１週間

要介護

Ⅱ

中度 起き上がりが自力では困難。食事・排泄・

入浴などで毎日一回は介護が必要。

月１７～１９万円 週３回 週１回 週３回 ２ヶ月に１回

各１週間

要介護

Ⅲ

重度 起き上がり・寝返りが自力でできない。毎

日二回は介護が必要。

月２１～２７万円 週７回 週１回 週３回 ２ヶ月に１回

各１週間

要介護

Ⅳ

痴呆 痴呆のため日常生活の能力がかなり低

下。植物状態で意思の疎通ができない人

も含む。一日三～四回の介護が必要。

月２３万円 週３回 週１回 週３回 週１回

要介護

Ⅴ

最重度 日常生活の能力が著しく低下し、生活全

般にわたり部分的または全面的介護が

必要。一日に五回以上の介護が必要。

月２３～３０万円 週７回 週２回 週３回 月１回

１週間

（施設給付）※

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）　月２９万円程度

介護老人保健施設（老人保健施設）　　　　月３２万円程度

介護療養型医療施設（療養型病床群等）　　月４３万円程度

※この金額は現在の標準的なもの。介護保険下では要介護度に応じた給付額のランクが設けられると予想されて

いる。


